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伊勢崎浄化センターは、中⼼市街地周辺の
家庭や⼯場から下⽔道管を通って流れてきた
汚⽔を浄化する施設です。施設は⼤きく分け
て⽔処理施設と汚泥処理施設からなっていま
す。処理⽔は毎⽇⽔質の管理をし、塩素消毒
をしてから広瀬川へ放流しています。
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伊勢崎市公共下⽔道全体計画⾒直し（案）
下⽔道事業 下⽔道の役割

平塚⽔質浄化センターは、伊勢崎地区南部、
⾚堀地区、東地区、境地区の⼀部区域の下⽔を
処理する流域下⽔道の処理場です。

流域下⽔道とは、複数の市町村にまたがる広
い地域の下⽔を集めて処理するための下⽔道シ
ステムを指します。

出典︓⽇本下⽔道協会

下⽔道事業は、「浸⽔防除」、「公衆衛⽣の向上」、「公共⽤⽔域の⽔質保全」を⼤きな⽬的として
事業が実施されています。

公共下⽔道、農業集落排⽔が整備されていない区域においては、合併処理浄化槽によりトイレからの
汚⽔や⽣活雑排⽔の処理をしています。

⼀部の区域では、市が浄化槽を設置し、維持管理を⾏う市設置型浄化槽整備事業を実施しています。

伊勢崎浄化センター

平塚⽔質浄化センター

汚⽔処理事業 伊勢崎市の汚⽔処理施設

下⽔道（下⽔処理場）による処理

浄化槽による処理



公共下⽔道全体計画は、地域の下⽔道整備の⽬標や⽅針
を定めるもので、汚⽔や⾬⽔の排除・処理に関する施設の
配置や規模を計画的に⽰します。

地域の⽣活環境の改善や浸⽔被害の軽減、公共⽤⽔域の⽔
質保全を⽬的としています。

〇計画の⽬標年次は概ね２０〜３０年後の間で設定します
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処理区名 事業認可 供⽤開始 排除⽅式 計画区域 計画区域内⼈⼝

(年⽉) (年⽉) (ha) (⼈)

伊勢崎処理区 昭和46年1⽉ 昭和52年10⽉ 分流式 1,393.6 57,335

佐波処理区 平成15年3⽉ 平成20年9⽉ 分流式 1,405.2 58,530

♦伊勢崎市の汚⽔処理⽅式
〇公共下⽔道事業

・単独公共下⽔道（伊勢崎処理区）
・流域関連公共下⽔道（佐波処理区）

〇農業集落排⽔事業
〇特定地域⽣活排⽔処理事業

【市設置型合併処理浄化槽】

︓単独公共下⽔道事業計画区域
︓流域関連公共下⽔道事業計画区域
︓農業集落排⽔区域
︓市設置浄化槽区域

凡 例

公共下⽔道事業計画は、地域の⽣活環境を守り、快適で安
全な暮らしを実現するために、下⽔道の整備や運営をどのよ
うに進めていくかを計画的に⽰したものです。事業計画は、
全体計画に定められた施設のうち、５〜７年間で実施する予
定の施設の配置等を定める計画であり、下⽔道を設置しよう
とするときは、事業計画を策定する必要があります。【下⽔
道法第４条(公共下⽔道の場合)⼜は同法第２５条の３（流域
下⽔道の場合）】

〇全体計画では⽬標年次までの期間が⻑いため、事業計画の
あ策定により具体的に整備する範囲、整備の優先順位、事業
あの費⽤と財源などを整理します

今回はこの全体計画を
⾒直します

伊勢崎市公共下⽔道全体計画⾒直し（案）

出典︓国⼟交通省HP

出典︓国⼟交通省HP

下⽔道事業 下⽔道事業の概要

公共下⽔道全体計画とは 公共下⽔道事業計画とは

伊勢崎市の汚⽔処理状況



今回の⾒直しでは国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所（以下、「社⼈研」という。）の推計値を基に将来⽬標
⼈⼝を設定してます。

現在の下⽔道全体計画区域を定めた時点から地域の情勢が⼤きく変わっていることを受け、計画の⾒直し
が必要となっています。
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下⽔道事業 伊勢崎市公共下⽔道全体計画⾒直しの必要性

伊勢崎市の⼈⼝動態

出典︓伊勢崎市住⺠基本台帳（各年度3⽉1⽇値）（実績値）
国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所（推計値）

伊勢崎市公共下⽔道全体計画⾒直し（案）

既計画⾯積と整備状況

全体計画区域 6,449 ha

供⽤開始区域 1,869 ha

未整備区域 4,580 ha

本市の下⽔道事業は平成１７年の市町
村合併時に統合を⾏い、区域を拡⼤して
います。合併から約２０年の間でわずか
な区域の⾒直しはあったものの、⼤きな
⾒直しを⾏うことなく現在に⾄ります。

直近１０年の年間平均整備⾯積は３
７．８ｈａとなっており、今後も同程度
の整備を継続していくと仮定した場合、
未整備区域⾯積４，５８０ｈａの整備完
了までに約１２０年を要します。

下⽔道事業の早期完成のためには年間
整備量を増やす必要がありますが、現在
の整備費⽤については⼤部分を国庫補助
⾦と企業債（借⾦）によりまかなってお
り、これまで以上の整備事業の実施は財
政的に困難といえます。

伊勢崎市の下⽔道整備状況

2051年
190,000⼈

整備状況図（R6.3末）



⻑期間にわたり下⽔道の整備完了が⾒込まれない場合、下⽔道全体計画区域から削除し、合併処理
浄化槽による汚⽔処理を推進することなど、地域に適した対応を求めています。

■国の⽅針︓令和８年度までに全国平均汚⽔処理⼈⼝普及率 ・・・９５．０％
■県の⽅針︓令和１４年度までに県平均汚⽔処理⼈⼝普及率 ・・・９２．０％

国・県の⽅針

下⽔道事業 伊勢崎市公共下⽔道全体計画⾒直しの必要性

〇群⾺県汚⽔処理計画・・
群⾺県汚⽔処理計画とは、下⽔道、農業集落排⽔、合併浄化槽など

の汚⽔処理施設を効率的かつ適正に整備するため、汚⽔処理施設の特
徴を⽣かし、地域の地形や集落の状況などに適切に対応できるよう、
各地域に最もふさわしい汚⽔処理施設を定めた計画です。

★伊勢崎市の整備⽅針も上位計画である群⾺県汚⽔処理計画への整合
が求められています。

伊勢崎市公共下⽔道全体計画⾒直し（案）

本市の汚⽔処理⼈⼝普及率※は７０．３％（令和５
年度末）、群⾺県内３５市町村のうち２６番⽬の順位
で、群⾺県平均の８５．０％よりも低い状況です。

下⽔道の整備状況は、事業計画⾯積に対して整備率
は６６．８％、全体計画⾯積に対して整備率は２９．
０％となっています。

伊勢崎市公共下⽔道事業の現況

※汚⽔処理⼈⼝普及率（％）＝（公共下⽔道＋農業集落排⽔＋合併
処理浄化槽）を利⽤している⼈⼝÷⾏政⼈⼝×１００

93.3
%

85.0
% 70.3

%

全国 群⾺県全体 伊勢崎市

汚⽔処理⼈⼝普及率の向上のため
には地域に適した整備⼿法を決定

することが重要です

汚⽔処理⼈⼝普及率
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下⽔道法第２条第３項では、公共下
⽔道は、「主として市街地における下
⽔を排除し、または処理するために地
⽅公共団体が管理する下⽔道」と定義
されています。

したがって、公共下⽔道事業は主に
都市計画上の市街化区域を対象として
市町村が⾏うことが基本とされていま
す。
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都市計画 市街化区域と公共下⽔道

市街化区域とは、都市計画法に基づいて指定される区域で「すでに市街地を形成している区域」
または「おおむね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域」として指定されたエリ
アです。この区域は、都市の健全な発展を促進するために、計画的な⼟地利⽤やインフラ整備（道
路、上下⽔道、公園など）が⾏われることを⽬的としています。市街化区域に指定されていない区
域は市街化調整区域と呼びます。

市街化区域とは

市街化区域と下⽔道

⾮線引き区域とは

〇⾮線引き区域については、⼈⼝の推移を基に⼈⼝減少が緩やか
である区域を設定し、公共下⽔道への接続検討を⾏います。

⾮線引き区域とは都市計画区域の中で、市街化区域や市街化調整区域のように明確に区分されて
いない区域です。この区域では、都市の発展や⼟地利⽤の状況に応じて、柔軟に開発や整備が進め
られる特徴があります。

都市計画 ⾮線引き区域と公共下⽔道

伊勢崎市公共下⽔道全体計画⾒直し（案）

伊勢崎市では⾚堀・東が⾮線引き区域に該当します

市街化区域

市街化区域は
優先して整備を進めます
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下⽔道事業 伊勢崎市公共下⽔道全体計画⾒直しの考え⽅

区域⾒直しの考え⽅（全体フロー）

STEP １ STEP ２ STEP ３

検討単位区域の設定 ⼀次判定（経済性⽐較） ⼆次判定（経済性以外）

密集する家屋群を
1ブロックとして設定

下⽔道と合併浄化槽
に係る費⽤の⽐較

経済性⽐較以外の評価
を考慮して再判定

⼆次判定の考え⽅⼀次判定の考え⽅

１. 同じ管により２つ以上の区域が連なっている
場合、下流側の区域の接続判定結果が接続不
利である場合は上流側の区域もすべて浄化槽
区域とします

２. 事業期間が⻑くなることが想定される場合は
早期の汚⽔処理が望ましいため、合併処理浄
化槽による処理を⾏います

1.  市街化区域は⼈⼝密度が⾼く、今後の⼈⼝減
少が緩やかであることが想定されることか
ら、下⽔道整備の投資効果が⾼いため下⽔道
整備を⾏います

2.  検討単位区域ごとに将来⼈⼝を予測し、下⽔
道に係る費⽤と合併浄化槽に係る費⽤を⽐較
します

伊勢崎市公共下⽔道全体計画⾒直し（案）

S
T
E
P
２
・
S
T
E
P
３

S
T
E
P
１
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下⽔道事業 伊勢崎市公共下⽔道全体計画⾒直しの考え⽅

STEP １ 検討単位区域の設定⼿法

〇現在の既整備区域以外の区域に対して、下⽔道処理と浄化槽処理の費
⽤⽐較を⾏うための基礎となる「検討単位区域の設定」を⾏います。

浄化槽

家屋間限界距離の設定

家屋間限界距離とは・・・
「家屋間限界距離」とは、汚⽔処理施設の

整備計画を⽴てる際に、経済性を考慮して家
屋をどの範囲まで取り込むかを判断するため
の基準となる距離のことです。

例えば、ある地域に下⽔道を整備すると
き、家と家の間があまりにも離れていると、
配管を建設するための費⽤が⾼くなりすぎて
しまいます。そのため、家と家の間の距離が
⼀定の範囲内であれば、まとめて排⽔処理を
⾏うことが経済的に有利と判断します。この
「⼀定の範囲内の距離」が「家屋間限界距
離」です。

この基準を使うことで、地域全体の整備費
⽤を抑えながら、効率的に汚⽔処理施設を整
備することができます。

管渠の費⽤は家屋間の距離によって⼤きく変化します。
家屋間限界距離とは下⽔道が有利になる最⼤の距離です。

検討単位区域の設定

家屋1⼾を対象とした場合の費⽤を⽐較

家屋間限界距離を基に既整備区域以外の区域を集落ごとに検討単位区域として設定し、それぞれの
区域に対して家屋数、浄化槽設置率、接続のために必要な管渠の⻑さ等を整理します。

下⽔道

伊勢崎市公共下⽔道全体計画⾒直し（案）

接続する区域 家屋間限界距離

伊勢崎処理区 46 m

佐波処理区 30 m

既整備区域

家屋

検討単位区域

集合住宅
事業所
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下⽔道事業 伊勢崎市公共下⽔道全体計画⾒直しの考え⽅

STEP ２ ⼀次判定（経済性⽐較）

例）検討区域１は家屋密度が低く経済的に下⽔道不利です。
この場合、上流にある検討区域２は経済性⽐較の結果に関わらず
浄化槽区域としています。

⼀次判定フロー

（１）下流検討区域の経済性⽐較結果

ある検討単位区域が別の検討単位区域を経由して処理場へ流下する場合は、下流から整備を⾏うこ
とを考慮して下流区域が経済的に有利であった場合のみ下⽔道区域とします。

STEP ３ ⼆次判定（経済性以外）

⼀次判定では以下のフローで判定を⾏います。
経済性⽐較は、検討単位ごとに下⽔道と浄化槽にかかる費⽤を⽐較し判定を⾏います。

Ｔ

検討区域３

下水道

検討区域１ 検討区域２

検討区域2は下⽔道有利ですが、
検討区域1が下⽔道不利の為、
⼆次判定の結果、浄化槽区域に
なります

市街化区域内か

経済性⽐較

下⽔道に接続

STEP３ ⼆次判定へ

浄化槽区域

⼈⼝密度が⾼く、今後の
⼈⼝減少も緩やかなため

いいえ

はい

接続有利

接続不利

（２）事業期間
伊勢崎市では現⾏の全体計画区域に対する整備率は約２９％となっています。今後も同程度の整備

を継続していくと整備完了までに約１２０年を要し、市街化区域のみで考えても約４５年程度かかる
⾒込みです。

したがって・・・
下⽔道の整備を検討した場合に、整備までに⻑期間を要する区域 に

ついては、合併処理浄化槽による汚⽔処理を⾏う区域とします。

伊勢崎市公共下⽔道全体計画⾒直し（案）

有利

有利

不利
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⾒直し後の公共下⽔道全体計画区域
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⾒直し後の公共下⽔道全体計画区域
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⾒直し後の公共下⽔道全体計画区域
（処理区別）
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現在の供⽤開始区域
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